
l 特例インドネシア人介護福祉士候補 者の要件

特例インドネシア人介議福4■i`財静者は ,lF‐ としての就労を適切に実

施する等の観 点から 次の (1)から (3)ま でに掲げる要件を満たさな

ければ/Jら ない。

(ll  ロイン ドネシア協定l媚書十第一続第六節
"規

定に基づき受入

れ調整機関に紹介を受けた機関 (特例インドネシア人介謹福祉士候補者
が夏に法務●告示の特例による年可を受ける場合にあつては 受入れ調

整機関に紹介を受けた機関)と の厄肺・約に基づいて 次のイ及び口の

活動に従,する者であること.

イ 法務省告示の特例により在留資格の変更の許可を受けてから平成二

+四年度介護福祉士試験まで糾続 して行われる介護福71L■の監督の下
での研修を通した介護施設における平成二十四年度介護福ね|■試験の

合格のために必要な知識及び技術の修得
ロ イの活動後 介設福祉士の監督の下での研 _‐ を通した介護施既にお

ける必要な知識及び技術の修得

(2) 第一の二の2の責務にのっと, 3の介護研 _・改善計画に基づく

研修に取り組むとの意思を誓約する署名を行った者であること。
(3) 平成二十三年度に実施された介護福祉士国家試験 (以下「平成二

十 1度介護福祉士試験]と いう。)において不合格であり かつ 平

成二十三年度介護福希t士試験の得点が 当該試験の合格点に一定のヨ合

を乗じて得た点数として鳴 省から厚生労働省に対して通知のあつた基
準にヽ当する4点以上の者であること.

2 特例受入れ施設の要件

特例受入れ施設は 研修としての就労を適切に実施する観点から 次の

(1)か ら (3)ま でに掲|デる要件を満たさなければならない。

(1) 協定着針第二の二の 3を特lnl受入れ施設について準用する場合に

当該特例受入れ施設に係る要■を満たしていること。この場合において
「イン ドネシア人介護福祉士候補者がJと あるのは「特例イン ドネシ

ア人介護福祉士候補者がJと  「受入れ機関Jと あるのは「特冽受入れ

機関Jと 読み春えるものとする

(2) 第一の二の3の責務にのっとり 3の介護研修改善計画に基づき

道切な研修を実施するとの意思を誓約する署名を行つた機関により設立

されたものであること.

(3) 次のイからハまでに掲げる報告を適切に実施する機関により設立

されたものであること.

イ 在留資格変更時報告

その雇用する者が法務省告示の特例により在留資格の変更の計可を

受けたときは その旨及び 3の介熊研修改善計画を速や力■こ受入れ調

整機関に報告すること。
口 定凱報告

0) (1)の 特例受入れ施設の要■の遵守状況及び4の雇月契約の

要件の連守状況について 平成二十二年一月一日,在で取 りまとめ

遅滞なく 受入れ調圏機関に報告すること.
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.(ii' 
そのだ用する各特例イン ドネシア人介護福祉■tt柿者の研修の

実施大況について 平成二十四年十月一日現在で取りまとめ 遅滞
なく 受入れ調整機関に報告すること。

ハ 崎時報告

〈i) そのだ用するITllイ ンドネシア人介護福祉士候補者が死亡若 し
くは失踪 した場合 又は当該特例イン ドネシア人介護得肛詢民補者
が四人国管理及び難民認定法第十九条第一項の規定に違反 して収入
を伴 う事業を運営する活

‐pl若 しくは織副を受ける活動を行っている
と思料する場合には、速やかに受入れ訓建機関に報告すること.

0つ  その雇用するl・ 例イン ドネシア人介護福祉■候補者との雇用
契約を終了する場合には あらかじめ その旨を受入れ調整機関に
報告すること.

61) その雇用するヽ何イン ドネシア人介護福祉士候補者の平成二
十四年度介護福祉士試験の合否の結果を把握し 速や0,こ受入れ調
整機関に報告すること.

(市) その雇用する特例イン ドネシア人介饉福祉士候構 が帰回し
た場合には 帰回後 速や力■こその旨を受入れ調整機関に報告する
こと。

3 研修の要件
1の (1)の研修は 次の (1)から (4)ま でに掲げる要件を満たさ

なければならない.

(1) 研修内容は 容特例ィンドネシア人介設福祉士候補者の特性に応
じて 平成二十四年度

…

士試験の合格を目指すために適切なもの
とし 特例イン ドネシァ人介護福祉士候補者ごとに、これを実施するた
めの介護研修改善計画が作成されていること。
(2) (1)の 介議研修改善計画は 平成二十二年_F介護福祉士試験の
時点における介護研修計画に対する評価を踏まえ 平成二十四年度介護
福祉十ま欧の合格を目指すための改善内容について明ら力■こしたもので
あること.

(3) 研修を流指する研修責任首並びに専門的な知識及び技術に関する
学習の支援 日本語学習の支援 生活支援等を行う研修支援者が配置さ
れ 介護研修改善計画を実施するために必要な体制が整備されているこ
と.

(4) 訥参責任者は 原月1と して 二年以上介護業務にlT,した経験が
あつて介護福祉■の資格を有する者とすること.

4 特例受入れ機関との雇用契約の要件
1の (1)の層月契約は 日本人が4t事する場合に受ける報酬と同等額

以上の報酬を受けることを内容とするものでなければならない。
第二 看護師及び介護福祉上の資格取得後の就労
― イン ドネシア人者護師の就労

特例イン ドネシアた,議師候補者であった者が看護師の資格を取得 した後
の着護師としての就労に当たっての要件等は 協定指針第二の一による

ニ イン ドネシア人介護福祉士の就労
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特例インドネシア人介議福祉士候補者であった者が介護福祉士の資格を取

得した後の介護福祉■としての■労に当たっての要■等は 協定指針第二の

こによる。

第四 厚生労働省による確認

― 特例インドネシア人看護師候補者の′rlの推Ж

均戎二十年度に入日したイン ドネシア人看護師候補者であつて法務省告ホ
の特rlにより

'留
資

“

の変更の詐可を受けようとする者又はT・成二十一年度
に入回したイン ドネシア人を譲師候補者であって法務省告示の特例により在

留資格の変更の計可を受けようとする者を受け入れようとする機関からの依

頼に ●
‐
して 厚生労lul省賊業安定局長は 当該機関がロインドネシア筋定に

基づき当該イン ドネシア人

`・

・ 師候補者を,に扉用するものであるか否かを

確認するとともに 同省工政局長は 第二の一の 1の (1)の 口及び′ヽ (同

(2)において羊用する場合を含む )の要件 第二の一の 2の (2)の要
■並びに同3の (1)か ら (3)ま での要件を満たすか否かを確認し 同省

職業安定局長及び同省医政局長は それらの結果を当該機関に対して通知す
るものとする.

二 特例インドネシア人介護福祉士候補者の要■の確認

平成二十年度に入□したインドネシア人介護福祉士師侯補者であって 法

務省告子の特例により在留資格の変更の計可を受けようとする者を受け入れ

ようとする機関からの

`頼
に応 じて 厚生労働省腋業安定局長は 当И幾間

が日インドネシア協定に基づき当該インドネシア あヽ、護福祉士師候補者を現
に雇用するものである7u否かを確認するとともに 同省社会 援誇局長は

第二の二の 1の (2)及び (3)の要件 同2の (2)の要件並びに同3の
(1)から (3)ま での要件を満たすか否かを確認 し 同省職業安定局長及

び同省社会 援護局長は それらの結果を当該機関に対して過知するものと

する。

第二 受入れ調J機関によるll談対応等
― 受入れ調整機関の事業

受入れ調整機問は 特例インドネシア人看護醐員補者等に対する適工な雇
月管理 適切な研修等を回 果するため 人の 1か ら4ま でに掲げる事業を実
施する

1 特例賃入れ機関からの報告の提出

(1) 第二の一の2の (3)のイから′ヽまで及び第二の二の2の (3)
のイからハまでに掲げる報告を受理するとともに 特例インドネシア人

看講師候補者等に対する道正な雇用管理 適切な研修の実施等を確保す

るため 必要があると記めるときは 特冽受入れ機関に対し 必要な報

告を求めるものとする.

(2) (1)の 報告を厚生州動大臣に提出するものとする.

2 特lFlイ ンドネシア人看護師候補者等の出国及び滞在に係る支援
特例インドネシア人看護師候補者等が円滑かつ適正に日本から出回して

及び 日本に滞在することができるよう 特例イン ドネシア人候補者等に対
し 必要な支援を行うものとする.

3 特例インドネシア人看設師候補者等からの相談等に対する対応
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特例イン ドネシア人看護師候補者等から ●・例受入れ機関における研修

指導体制 就労環境等について相談 吉情等があった場合には、当該特
例受入れ機関に照会を行い 必要に応 じて助言等を,う ものとする。また

必要があると認めるときは、都道癖県労働局 lt方人回管理局等の関係
行政機関に連絡の上 問題の解決を図るものとする。
4 特例受入れ機関に対する相談支

=特例受入れ機関から 特例インドネシア人着護師候補者等の研修 屁月
管理 在留管理等について相談等があった場合には 適切に相談等に応じ

説明 助言等を行 うものとする.

二 受入れ調整機関に対する助言等

厚生労働大臣は 特例インドネシア人看謹師候補者等に対する適切な研
修 道上な屁用管理等を確保するため 受入れ調整機関に対し 特例受入
れ機関における研修の実施状況その他の必要な事項の報告を徴収し その

他必要な助言を行 うものとする.

第六 適正な雇用管理 適切な研修の実施等を確保するための措置

厚生″慟大臣は 第二の一の2の (3)及び第二の二の2の (3)の報
告がないときのほか 特例インドネシア人看護師候補者等の取業の安定に

関し必要があると認めるときは 特例受入れ機関から必要な報告の提出を
求めるものとする
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